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（３）計画

事業計画（令和3年度～令和7年度）
事業主体 備  考

(1) 水道施設 水道メーター取替事業

簡易水道 ・ 工事費 町

・ 備品購入費

(2) 下水処理施設 浄化槽設置事業 町

地域し尿処理施設 ・ 合併浄化槽設置補助金

・

（５） 消防施設 消防団本部分団屯所新築工事 町

・ 設計委託料

・ 工事費

高機能消防指令システム整備事業

・ 負担金

青森地域広
域事務組合

区分
事　　　業　　名

事　　業　　内　　容
（施　　設　　名）

町内の公共用水域の水質汚濁を防止
し、良好な環境の河川や海を将来に
向かって維持するために、し尿と家庭
の生活雑排水の処理が同時にできる
合併処理浄化槽の普及促進を図り、
地域の更なる環境改善を目指すもの
とする。

生活環境の
整備

消防車両購入事業 町
・ 小型動力ポンプ付積載車

今別町分署タンク車購入事業

・ 水槽付消防ポンプ自動車

(7) 過疎地域持続的発展
特別事業
その他 公営企業会計移行事業（水道事業） 町

事業概要
・

事業の必要性
・

事業の効果
・

著しい人口減少等による料金収
入の減少が進む一方、施設・管
路等の老朽化に伴う更新投資
は増大傾向にあることから、公
営企業会計の適用を実施し、経
営状況(損益情報・ストック情報
等)の的確な把握に務める必要
がある。

公営企業会計の適用により、経
営成績(毎年度の利益・損失等
フロー情報)・財政状態(資産・負
債等ストック情報)の早期把握が
可能になり、将来にわたり持続
可能な経営基盤の確保のため
に必要な情報の把握が容易と
なり、経営成績・財務状態の把
握・分析を行い、経営状態の改
善へつなげていくことができる。

総務省において、簡易水道事
業及び下水道事業は、近年、施
設の老朽化、人口減少等による
料金収入の減少等、経営環境
の厳しさを増している中で、自ら
の経営状況と財政マネジメント
の向上に取り組むことが求めら
れるため、経営成績や財政状態
など自らの経営状況のより的確
な把握が可能となるように公営
企業法を適用し、公営企業会計
への移行が求められている。そ
れに伴い、当町でも公営企業会
計への移行に向けて事業を推
進していく。
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著しい人口減少等による料金収入の
減少が進む一方、施設・管路等の老
朽化に伴う更新投資は増大傾向にあ
ることから、公営企業会計の適用を実
施し、経営状況(損益情報・ストック情
報等)の的確な把握に務める必要があ
る。

公営企業会計の適用により、経営成績
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の早期把握が可能になり、将来にわた
り持続可能な経営基盤の確保のため
に必要な情報の把握が容易となり、経
営成績・財務状態の把握・分析を行
い、経営状態の改善へつなげていくこ
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れに伴い、当町でも公営企業会計へ
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